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中泊町総合福祉健康センター（湯らぱ～く） 

レストランの運営に係る仕様書 

 

１ レストラン運営の基本方針 

（１） 利用者の満足度向上 

① 中泊町総合福祉健康センター（以下「湯らぱ～く」という。）は、町民が老若男女問わず

集まる施設として建設しており、温泉入浴やトレーニングジムの利用に訪れる地域住民

に加え、宮越家公開期間などの観光シーズンには、観光客などの団体利用も見込まれ

ることから、町内外の幅広い利用者に料理を提供できるようにすること。 

② 町が設置した施設であることから、笑顔で親切丁寧な接客サービスを提供すること。 

 

（２） 特色ある店舗づくり 

利用者が使いやすい環境づくりはもとより、温泉施設内のレストランとして、特色ある店

舗づくりに努めること。 

 

２ 使用物件 

（１） 所在地 

中泊町大字中里字亀山 170番地 1 （湯らぱ～く）内 

 

（２） 使用目的及び使用料等 

使用目的 使用料 （賃料） 面積 

レストランの運営 
月額 100,000円を下限として 

見積りした額 （※１） 

 

156.42㎡ 

 

※1 使用料は、出店希望者が独自の提案をする場合、その提案に対する減額の希望額 

を考慮して見積りした額も可とする。（希望額は出店希望者が算定する。） 

 

（３） 出店期間 

令和 7年９月１６日から令和１１年 3月 31日 

（出店準備期間が必要であることから、出店開始時期については要相談） 

 

（４） 主な設備 

飲食スペースの備品及び、厨房に備え付けた調理器具の全部を貸与する。 

 

３ 使用条件 

（１） 使用許可 

2－（１）に示した場所（以下「使用物件」という。）において、レストランを運営する者（以

下「使用者」という。）は 、中泊町総合福祉健康センター条例第 8条第 3項の規定に基づ
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く使用の許可（以下「使用許可」という。）を受けて使用するものとする。 

 

（２） 期 間 

① 使用許可の期間は年度単位の 1 年更新を基本とし、２－（３）に示した出店期間内は、

原則として使用者はレストランの運営を継続できるものとする。 

② 店舗の設置及び撤去に要する期間についても、使用許可の期間に含むものとする。 

 

（３） 使用料 

① 使用料は、中泊町総合福祉健康センター（湯らぱ～く）レストランの出店申込書（様式

3）に添付した見積書（様式 7）に記載の額とする。 

② 使用者は、町が発行する納入通知書により、使用料を毎月の納入期限までに納入す

るものとする。 

 

（４） 使用上の制限 

使用者は、使用物件を善良な管理者の注意をもって維持保全に努め、使用物件を飲食

等の提供の目的以外の用途に供してはならない。 

 

（５） 第三者の使用禁止 

使用者は、無許可で使用物件を他の者に使用させ、または転貸してはならない。 

 

（６） 法令等の遵守 

物件の使用にあたっては、関係法令及びその規定を遵守しなければならない。 

 

４ 運営条件 

（１） 運営日及び運営時間 

湯らぱ～くの開館日及び開館時間である午前８時から午後９時までを基本とするが、 

町と協議のうえ決定する。 

 

（２） 貸与備品の使用及び修理等に係る費用負担 

① 町が貸与する備品の損傷・故障等における修理費用は、原則使用者の負担とする。 

② 使用者の都合による内装等の変更及び改修等については、町長の承認を得たうえで

行うことができるが、その経費については、原則使用者の負担によるものとする。 

 

（3） 経費の負担等 

① レストランの運営に伴い、関係法令上必要となる諸官庁への申請及び届出等は、すべ

て使用者の負担において行うこと。 

② 使用物件の維持保全のため、通常必要となる経費のほか、清掃、防虫防鼠、消毒等の

衛生管理及びごみ処理にかかる費用等、レストランの運営により発生する経費は、すべ

て使用者の負担とする。 

③ 使用料及び光熱水費は、町の請求により、町に支払うものとする。但し、支払いについ

て、準備期間等を考慮して、令和７年１２月分まで免除とする。 



3 

 

④ 使用料等の振込手数料については、使用者の負担とする。 

 

（4） 町及び湯らぱ～く指定管理者との協議 

使用者は、レストランの運営にあたり、町及び湯らぱ～く指定管理者と十分な協議を行

うとともに、湯らぱ～くの運営に協力しなければならない。 

 

（5） 営業努力 

使用者は、常に利用者のニーズを把握し、工夫を凝らした運営を行い、集客に努めなけ

ればならない。 

 

５ 事業の継続が困難となった場合の措置 

（１） 使用者の責めに帰すべき事由によりレストランの適正な運営が困難となった場合、又はそ

のおそれがある場合、町は使用者に対して改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出

及び実施を求めることができる。この場合において、使用者が当該期間内に改善すること

ができなかったときは、町は使用許可を取り消すことができる。 

 

（２） 使用者の事業に係る財務状況が著しく悪化し、レストランの運営が継続困難と認められ

る場合、町は使用許可を取り消すことができる。 

 

６ その他 

この仕様書に定めるもののほか、レストラン運営にかかる重大な事件など、報告または協議

が必要な場合は、使用者は速やかに町と協議しなければならない。 

 


